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1. はじめに 

現在，反マネーロンダリング（AML）や反テロ

資金提供（CFT）の対策が必要とされており，そ

のため顧客情報の犯罪情報の正確性がますます

重視されている[1]．さらに，テロ資金提供対策

を徹底することが求められるため，顧客情報の

犯罪情報はマネーロンダリング対策でも欠かせ

ない情報となっている．そのため，本研究では，

顧客情報の特に犯罪に関する内容の自動生成を

目的としている．本研究では，ニュース記事か

ら自動で抽出された犯罪者名と犯罪内容をもと

に，顧客の知識（KYC）や電子顧客の知識

（eKYC）で使用される顧客情報を作成すること

で，KYC/eKYC におけるコンテンツ作成の自動化

を実現することを目指している．現在の技術の

進歩により，電子取引やオンラインでの本人確

認が普及しており，eKYC の技術の重視や需要，

プライバシーを保護する意識の高まりもわかる

[2]．一方で，KYC/eKYC で使用される顧客情報の

コンテンツを自動で作成する方法は，現在著者

らが知る限り存在していない． 

そのため，本研究では，正規表現を用いてニ

ュース記事内から「詐欺」や「だまし取った」

や「脅迫」や「脅した」などの犯罪内容を抽出

することと，Word Mover's Distance（WMD）を

使って抽出した語句を「詐欺」や「脅迫」など

の刑法名に一般化することで，このような問題

を解決することを目的としている． 

 

2. 提案手法 

  本手法では，記事中の犯罪内容の表記揺れに

対応して犯罪内容を抽出するために，word2vec

で表記揺れに対応し，正規表現で記事中から犯

罪内容を抽出した．（図１ Step1,Step2） 

本手法において使用するデータはスクレイピ

ングした Web 上のニュース記事 219 件のデータ

とする．その中で，記事本文，投稿日時や記事

から手動で抽出した犯罪内容を実際に使用した．

Web 上のニュース記事から犯罪内容を抽出する上

で，重要な課題が 2 つ存在する．1 点目の課題は，

正式な罪名を使用する必要がある点である．正

式ではない罪名を使用してしまうと，顧客情報

の犯罪情報の正確性が損なわれてしまうためで

ある．2点目の課題は，「詐欺」を「だまし取っ

た」や「脅迫」を「脅した」というように表現

する表記揺れが記事中に多数存在している問題

がある点だ．表記揺れが存在していることによ

って，罪名体系とのマッチングができなくなり

犯罪情報抽出ができなくなるという不具合が生

じる．1点目の課題に対しては，法務省司法法制

部及び各府省が確認し，法律・政令・府省令・

規則の法令データを提供している「e-Gov 法令検

索<https://elaws.e-gov.go.jp/>」に記載され

てある「第二編 罪」の第一章から第四十章まで

の罪名を体系化して解決した．具体的には Web

スクレイピングによって罪名を取得し，各罪名

の埋め込みベクトルを作成した．2点目の課題に

対しては，教師無し学習を用いて解決した．具

体的には，図１の Step1 のように，朝日新聞単

語ベクトルの word2vec(skip-gram)で学習したモ

デル空間上での類似度を用いて先述の埋め込み

ベクトルに意味が近いものを結び付けて表記揺

れに対応した． 

図１ 表記揺れに対応した罪名体系作成 
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そして，図 1 の Step２のように，この埋め込

みベクトルを用いて正規表現で記事本文から犯

罪内容の抽出を行った．ここで，ニュース記事

本文では「刑法名」〜「疑い・容疑」というパ

ターンが多く見受けられたため，記事本文から

犯罪内容を抽出するために，「表記揺れに対応

した刑法の埋め込みベクトル」〜「疑い・容

疑」の内容を正規表現によって抽出した． 

 

3. 評価 

3.1. 評価手法 

本研究では，正規表現で犯罪内容が正しく取

得できているか，WMD によって変換した刑法が正

しいかの 2 種類の方法で評価を行う．この 2 種

類の評価手法によって，犯罪内容の抽出方法や

モデルの評価を行う． 

 

3.2. 正規表現のみによる取得結果 

正規表現によって犯罪内容が抽出できた割合

は 69.4%であり，その中で内容が正しかったもの

は 88.2%であった．正規表現で約 7 割の犯罪内容

が抽出できた原因は，Web 上の記事は同じような

形式で記事が書かれていることが多く，多くの

記事が同様の構成になっているためだと考えら

れる．反対に，Web 上の記事には正規表現で取得

できるパターンから外れているものも存在して

いるため，3 割程度は取得できなかった． 

また，適切に内容が取得できなかったものに

関しては，容疑者が過去に犯した犯罪内容が記

事中に含まれていた場合や，word2vec(skip-

gram)で作成した刑法の罪名体系に含まれていな

い言い回しが使用されていることによって表記

揺れに対応しきれていないパターンなどが存在

した．このような問題点に関しては，BERT や

ELMo といったモデルを用いることや，教師あり

学習を試してみることによって精度の改善が見

込めると考えられる． 

 

3.3. WMD を使用した評価結果 

WMD による評価結果は，図１の Step 3, 

Step4 の手順で行った．まずは，図１の Step3 の

ように，word2vec(skip-gram)を用いて学習した

WMD を活用して単語の埋め込みベクトル化を行っ

た．そして，抽出した犯罪内容を刑法に変換す

るために，図１の Step4 のように，図１の Step1

で作成した各犯罪の埋め込みベクトルと，図１

の Step3 で抽出した犯罪内容の埋め込みベクト

ルの類似度を比較することによって，犯罪名と

抽出した犯罪内容の紐付けを行った．具体的に

は，「だまし取った疑い」という犯罪内容を記

事中から取得した場合，「詐欺」に変換すると

いう処理を行った．その結果，犯罪内容を正し

く刑法に変換できた正解率は 74.6%だった．使用

するモデルを skip-gram から c-bow に置き換え

てみたところ，78.4%に向上した．また，取得し

た犯罪内容の中で共通している「の疑い」「容

疑」「の罪」などがノイズになる可能性がある

と考えたので，これらを削除して WMD で距離を

測定したところ，正解率は 81.5%まで向上した．

これらは，同様のモデルを用いて WMD によって

犯罪内容から刑法に変換しているため，うまく

行ったパターンが多く存在したと考えられる．

そして，「疑い」や「容疑」や「罪」などの言

葉を削除したら正解率が上がったことから，こ

れらの言葉がノイズになっていることがわかっ

た．本評価手法においてうまくいかなかった原

因の一つとして，モデルに問題があると考えら

れる．これは，WMD によって犯罪内容を刑法に変

換した際の一例として，「脅し取ろうと」とい

う内容が「詐欺」に変換されるケースがあった

ためである．「だまし取る」と「脅し取る」で

部分的に似ていることもあるため，このように

間違えた変換を行ってしまうパターンも存在し

た．こういった問題を改善するために，3.2 と同

様に ELMo や BERT などのモデルへの変更や，教

師あり学習に切り替えることを試したいと考え

ている． 

 

4. おわりに 

本稿では word2vec に着目し，正規表現や WMD

などの手法によって記事中から犯罪内容を抽出

し，それを刑法に一般化するまでの手法を述べ，

その評価を行った．今度は，BERT や ELMo などの

モデルを使用し，提案手法の有効性を検証して

精度の向上を目指す． 
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